
【継続事業の通常の期間計算】

・同一事業が交付対象となる期間は最初に交付した年度から起算して５年間が限度です
・４年目は、交付対象経費の３分の２に相当する額とし、５年目は、交付対象経費の３分の１に相当する額としています

交 付 状 況 交 付 確 定 交 付 確 定 交 付 確 定 交 付 確 定 交 付 確 定 交付対象外

交 付 年 度 １ 年 目 ２ 年 目 ３ 年 目 ４　 　 年         目 ５　　  年         目 ６ 年 目

全 額 全 額 全 額 ３  　分　　の　 　２ ３  　分　　の　 　１ －

通常は、最初に交付した年度の次の年度からは申請のない場合も２～５年目として期間に算入されます
交 付 状 況 交 付 確 定 申 請 な し 申 請 な し 申 請 な し 申 請 な し 交付対象外

交 付 年 度 １ 年 目 ２ 年 目 ３ 年 目 ４ 年 目 ５ 年 目 ６ 年 目

全 額 － － － － －

対 象 年 度 Ｈ31（Ｒ元）年度 Ｒ　　６　　年　　度 Ｒ ７ 年 度

対 象 事 業
実 施 に よ り
交 付 申 請

交付申請あり
（特例適用により

2年目の事業とする）

交 付 状 況 交 付 確 定 交 付 確 定

交 付 年 度 １ 年 目 ２　　年　　目 ３ 年 目

全 額 全　　　　　額 全 額

対 象 年 度 H ３ １ ～ Ｒ ３ 年 度 Ｒ ４ 年 度 Ｒ ５ 年 度 Ｒ ６ 年 度 Ｒ ７ 年 度 Ｒ ８ 年 度

対 象 事 業
実 施 に よ り
交 付 申 請

交 付 状 況 交 付 確 定

交 付 年 度 １ ～ ３ 年 目 ４ 年 目 ５　　 年　 　目 ６ 年 目

全 額 － － － ３  分　 の　 １ －

例 交　付　申　請

交付対象経費の割合

例　Ａ

交付対象経費の割合

例　Ｂ

交付対象経費の割合

【令和２年度から令和５年度の間に継続事業の対象となる場合の期間計算の特例適用について】

新型コロナの影響により
実施不可のため申請なし

※特例で期間（年数）に算入しない

－

① 平 成 ２ ９ 年 度 以 後 に 初 め て 交 付 対 象 と な っ た 事 業 の う ち 、 ② 令 和 ２ 年 度 か ら 令 和 ５ 年 度 ま で の 間 に 、
新型コロナウイルス感染症の影響により交付対象事業を実施することができず、交付金の交付決定を受けていない年度がある
場 合 、 当 該 年 度 は 交 付 年 度 の 期 間 に 算 入 さ れ な い た め 、 以 下 の よ う な 取 扱 い に な り ま す

Ｒ　２　年　度　～　Ｒ　５　年　度

交付対象経費の割合

令和６年度以降は、継続事業として申請しない年度は、新型コロナウィルス感染症の影響による期間計算の特例が
「 適 用 さ れ な い 」 た め 、 通 常 ど お り 、 申 請 の 有 無 に か か わ ら ず 、 ２ ～ ５ 年 目 と し て 期 間 に 算 入 さ れ ま す

例　Ｅ

新 型 コ ロ ナ の 影 響 に よ り
実 施 不 可 の た め 申 請 な し

申 請 な し

Ｒ４、Ｒ５年度
※特例適用により

５年目の事業
として申請可能

交付対象外

特例で期間（年数）に算入しない


